
（単位：百万円）

科          目 金     額 科          目 金     額

( 資   産   の   部 ) ( 負   債   の   部 )

66,771 5,692,082

現 金 172 20,322

預 貯 金 66,599 5,613,583

176,000 58,176

299 55

23,850 191,935

5,567,876 51,377

国 債 2,030,510 4,422

地 方 債 102,277 2,561

社 債 670,914 10,802

株 式 696,181 381

外 国 証 券 1,953,608 5,987

そ の 他 の 証 券 114,384 14,041

561,138 7,641

保 険 約 款 貸 付 56,332 1,051

一 般 貸 付 504,806 2,892

216,974 1,596

土 地 125,180 24,517

建 物 84,441 111,279

リ ー ス 資 産 1,241 2,429

建 設 仮 勘 定 2,933 14,225

その他の有形固定資産 3,177 負債の部 合計 6,087,901

22,301 ( 純　資　産　の　部 )

ソ フ ト ウ ェ ア 20,891 10,000

その他の無形固定資産 1,410 106,000

119 112

51,341 133,682

未 収 金 5,558 3,071

前 払 費 用 1,987 130,611

未 収 収 益 29,898 基 金 償 却 準 備 金 8,000

預 託 金 2,195 社員配当平衡積立金 20,000

金 融 派 生 商 品 4,302 価 格 変 動 積 立 金 41,000

仮 払 金 3,145 不動産圧縮準備金 210

リ ー ス 投 資 資 産 666 別 途 準 備 金 767

そ の 他 の 資 産 3,585 当期未処分剰余金 60,633

△ 2,096 249,794

342,748

4,132

346,880

純資産の部 合計 596,674

資産の部 合計 6,684,576 負債及び純資産の部 合計 6,684,576

未 払 法 人 税 等

そ の 他 負 債

貸 倒 引 当 金

買 入 金 銭 債 権 再 保 険 借

コ ー ル ロ ー ン

金 銭 の 信 託

前 受 収 益

預 り 金

有 価 証 券

基 金 等 合 計

繰 延 税 金 負 債

再評価に係る繰延税金負債

基 金

再 評 価 積 立 金

剰 余 金

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

支 払 備 金

社 員 配 当 準 備 金

責 任 準 備 金

預 り 保 証 金

社 債

未 払 費 用

未 払 金

金 融 派 生 商 品

資 産 除 去 債 務

仮 受 金

基 金 償 却 積 立 金

貸 付 金

有 形 固 定 資 産

価 格 変 動 準 備 金

金融商品等受入担保金

退 職 給 付 引 当 金

再 保 険 貸

無 形 固 定 資 産

評 価 ･ 換 算 差 額 等 合 計

土 地 再 評 価 差 額 金

損 失 塡 補 準 備 金

そ の 他 資 産

その他有価証券評価差額金

そ の 他 剰 余 金

貸借対照表( )2019 年 3 月 31 日現在2018年度
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(貸借対照表の注記) 
 
1.( 1 ) 有価証券(現金及び預貯金･買入金銭債権のうち有価証券に準じるもの及び金銭の信託において

信託財産として運用している有価証券を含む)の評価は、売買目的有価証券については時価法(売
却原価の算定は移動平均法)、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法(定額
法)、｢保険業における｢責任準備金対応債券｣に関する当面の会計上及び監査上の取扱い｣(平成 12
年 11 月 16 日 日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 21 号)に基づく責任準備金対応債券
については移動平均法による償却原価法(定額法)、子会社株式及び関連会社株式(保険業法第 2
条第 12項に規定する子会社及び保険業法施行令第 13条の 5の 2第 3項に規定する子法人等のう
ち子会社を除いたもの及び関連法人等が発行する株式をいう)については移動平均法による原価
法、その他有価証券のうち時価のあるものについては 3 月末日の市場価格等に基づく時価法(売
却原価の算定は移動平均法)、時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、
取得差額が金利調整差額と認められる公社債(外国債券を含む)については移動平均法による償
却原価法(定額法)、それ以外の有価証券については移動平均法による原価法によっております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。 

 
( 2 ) デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 
 
( 3 ) 土地の再評価に関する法律(平成 10 年 3 月 31 日公布法律第 34 号)に基づき、事業用の土地の再

評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を｢再評価に係る繰延税金負
債｣として負債の部に計上し、これを控除した金額を｢土地再評価差額金｣として純資産の部に計
上しております。 

再評価を行った年月日  2002年 3月 31日 
同法律第 3条第 3項に定める再評価の方法 

土地の再評価に関する法律施行令(平成 10 年 3 月 31 日公布政令第 119 号)第 2 条第 3 号に
定める固定資産税評価額及び同条第 4号に定める路線価に基づいて、合理的な調整を行って
算出 

 
( 4 ) 有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。 

･有形固定資産(リース資産を除く) 
定率法(ただし、1998年 4月 1日以降に取得した建物(2016年 3月 31 日以前に取得した附属設
備、構築物を除く)については定額法)を採用しております。 

･所有権移転外ファイナンス･リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

なお、その他の有形固定資産のうち取得価額が 10 万円以上 20 万円未満のものについては、3 年
間で均等償却を行っております。 

 
( 5 ) 外貨建資産･負債(子会社及び関連会社株式は除く)は、決算日の為替相場により円換算しております。

なお、子会社及び関連会社株式は、取得時の為替相場により円換算しております。 
 
( 6 ) 貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却･引当基準に則り、次のとおり計上しております。

破産手続開始、民事再生手続開始等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債務者(以下
｢破綻先｣という)に対する債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者(以下｢実質破綻先｣と
いう)に対する債権については、下記直接減額後の債権額から担保の回収可能見込額及び保証に
よる回収可能見込額を控除した残額に対し、同額を計上しております。また、現状、経営破綻の
状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者(以下｢破綻懸念先｣と
いう)に対する債権については、債権額から担保及び保証による回収可能見込額を控除した残額
に対し、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。上記以外の債
権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額
を計上しております。 
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独
立した資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行ってお
ります。 
なお、破綻先及び実質破綻先に対する債権については、債権額から担保の評価額及び保証等によ
る回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額表示
しており、その減額した額は 1百万円であります。 
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( 7 ) 退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当年度末における退職給付債務及び年金資
産の見込額に基づき、計上しております。 
退職給付債務及び退職給付費用の処理方法は次のとおりであります。 
退職給付見込額の期間帰属方法   給付算定式基準 
数理計算上の差異の処理年数        10 年 
過去勤務費用の処理年数          10 年 
 

( 8 ) 価格変動準備金は、保険業法第 115条の規定に基づき算出した額を計上しております。 
 
( 9 ) 当社が貸手となるファイナンス･リース取引については、リース料受取時に利息及び配当金等収

入を計上し、原価をその他運用費用に計上しております。 
 
(10) ヘッジ会計の方法は、｢金融商品に関する会計基準｣(平成 20年 3 月 10日 企業会計基準第 10号)

に従い、主に、外貨建債券に対する為替変動リスクのヘッジ及び国内株式に対する価格変動リス
クのヘッジとして時価ヘッジ、当社の発行する外貨建社債に対する為替変動リスクのヘッジとし
て通貨スワップの振当処理を行っております。 
なお、ヘッジの有効性の判定には、主に、ヘッジ対象とヘッジ手段の時価変動又はキャッシュ･
フロー変動を比較する比率分析によっております。 
 

(11) 退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の会計処理の方法は、連結財務
諸表におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。 

 
(12) 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産に係る控除対象

外消費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、前払費用に計上し 5年間で均等償却
し、繰延消費税等以外のものについては、発生年度に費用処理しております。 

 
(13) 責任準備金は、保険業法第 116条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については次の方

式により計算しております。 
①標準責任準備金の対象契約については、金融庁長官が定める方式(平成 8 年大蔵省告示第 48
号) 

②標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 
なお、保険業法施行規則第 69 条第 5 項の規定に基づいて以下のとおり追加して積み立てた責任
準備金を含んでおります。 
予定利率が 5.00%以上の個人年金保険契約のうち年金支払を開始している契約(妻年金保険買増
特約を除く)について予定利率を 1.00%に引き下げて追加して責任準備金を積み立てております。
この当年度末における残高は 73,836百万円であります。 
また、個人年金保険契約、5 年ごと利差配当付終身医療給付保険、新がん特約及び高度先進医療
特約のそれぞれ一部の契約についても追加して責任準備金を積み立てております。これらの当年
度末における残高は 13,391 百万円であります。 
 

(14) ソフトウェアに計上している自社利用のソフトウェアの減価償却の方法は、利用可能期間に基づ
く定額法により行っております。 

 
(15) 個人保険･個人年金保険及び団体年金保険に設定した小区分(保険種類･資産運用方針等により設

定)に対応した債券のうち、負債に応じたデュレーションのコントロールを図る目的で保有する
ものについて、｢保険業における｢責任準備金対応債券｣に関する当面の会計上及び監査上の取扱
い｣(平成 12 年 11月 16日 日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第 21号)に基づき、責任準
備金対応債券に区分しております。 
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2. 保険業法第 118条第 1項に規定する特別勘定以外の勘定である一般勘定の資産運用は、生命保険事業
の公共性や社会性を考慮して、安全かつ有利を基本原則としております。この方針に基づき、流動性
を確保しつつ中長期的な視点から資金を配分しており、具体的には、ＡＬＭ(資産･負債の総合管理)
の観点から、公社債や貸付金等の円金利資産を柱に据え、それを補完し、収益性の向上を図るために、
許容されるリスクの範囲内で外国証券や株式、不動産といった資産への分散投資を行っております。
また、デリバティブについては、主として現物資産及び負債に係る市場リスクのヘッジを目的に活用
しております。 
なお、主な金融商品である有価証券、貸付金及びデリバティブ取引は、それぞれ市場リスク及び信用
リスクに晒されております。 
資産運用リスクの管理にあたっては、取締役会が定めた統合的リスク管理に係る基本 3規程に則った
諸規程を定め、管理体制を整備し運営しております。具体的には、資産運用リスク管理部門が市場リ
スクや信用リスク等の状況を日次や月次でなど定期的に把握･監視しながら、資産運用部門への牽制
機能を働かせることにより、基本原則を逸脱する過度なリスクを排除し、資産の安全性を確保してお
ります。なお、市場リスクと信用リスクに関しＶａＲを用いてリスク量を算出し、保有資産から生じ
る可能性のある最大損失額を一定の範囲内に抑えるというコントロール方法を採用しております。 
一般勘定の主な金融資産及び金融負債に係る貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、
次のとおりであります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
( 1 ) 現金及び預貯金(｢金融商品に関する会計基準｣(平成 20 年 3 月 10 日 企業会計基準第 10 号)に基

づく有価証券として取扱うものを除く)、コールローン 
全て短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によって
おります。 

（単位：百万円）
貸借対照表

計上額
時価 差額

 現金及び預貯金 65,282 65,282 － 

 有価証券として取扱わない現金及び預貯金 65,282 65,282 － 

 コールローン 176,000 176,000 － 

 買入金銭債権 299 319 20 

 貸付金として取扱う債権 299 319 20 

 金銭の信託 22,850 22,850 － 

 売買目的有価証券 22,850 22,850 － 

 有価証券 5,401,721 5,714,871 313,150 

 売買目的有価証券 97,110 97,110 － 

 満期保有目的の債券 759,519 899,819 140,300 

 責任準備金対応債券 938,273 1,111,124 172,850 

 その他有価証券 3,606,817 3,606,817 － 

 貸付金 561,138 586,555 25,416 

 保険約款貸付 56,332 56,331 △ 0 

 一般貸付 504,806 530,223 25,417 

資産計 6,227,291 6,565,879 338,588 

 社債(*1) 191,935 198,912 6,977 

負債計 191,935 198,912 6,977 

 金融派生商品(*2) △ 3,338 △ 3,338 － 

 ヘッジ会計が適用されていないもの △ 107 △ 107 － 

 ヘッジ会計が適用されているもの △ 3,230 △ 3,230 － 

(*1)通貨スワップの振当処理を適用しているデリバティブ取引については、ヘッジ対象とされている社債と一体として処理されて

　　いるため、その時価は、社債に含めて記載しております。

(*2)デリバティブ取引によって生じた正味の債権･債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、△で示

　　しております。
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( 2 ) 有価証券(預貯金･買入金銭債権のうち｢金融商品に関する会計基準｣(平成 20年 3月 10日 企業会
計基準第 10号)に基づく有価証券として取扱うもの及び金銭の信託において信託財産として運用
している有価証券を含む) 
市場価格のある有価証券は、3 月末日の市場価格等によっております。一方、市場価格のない有
価証券は、主に情報ベンダー、取引先金融機関から提示された価格等、合理的に算定された価格
によっております。 
なお、子会社･関連会社株式、非上場株式、組合出資金のうち組合財産が非上場株式など時価を
把握することが極めて困難と認められるもので構成されているもの等については、有価証券に含
めておりません。当該子会社･関連会社株式の当年度末における貸借対照表価額は 64,787百万円、
非上場株式の当年度末における貸借対照表価額は 5,696 百万円、組合出資金等の当年度末におけ
る貸借対照表価額は 27,318 百万円であります。 
 

( 3 ) 貸付金及び貸付金として取扱う買入金銭債権 
保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けておら
ず、返済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、
帳簿価額を時価としております。 
一般貸付及び貸付金として取扱う買入金銭債権のうち、変動金利貸付の時価については、将来キ
ャッシュ･フローに市場金利が短期間で反映されるため、時価は帳簿価額と近似していることか
ら当該帳簿価額によっております。一方、固定金利貸付の時価については、将来キャッシュ･フ
ローを現在価値へ割り引いた価格によっております。 
なお、破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する貸付金及び貸付金として取扱う買入金銭債権
については、直接減額前の帳簿価額から貸倒見積高を控除した額を時価としております。 
 

( 4 ) 社債 
当社の発行する社債は、市場価格等によっております。 
 

( 5 ) 金融派生商品 
①先物、オプションの取引所取引の時価については、取引所清算値段によっております。 
②先渡、オプション、スワップの店頭取引の時価については、取引先金融機関から提示された
価格によっております。 

③為替予約取引の時価については、直物為替相場及び先物為替相場によっております。 
 

3. 当社では、東京都その他の地域において賃貸用のオフィスビル等を有しており、当年度末における当
該賃貸等不動産の貸借対照表価額は 172,520 百万円、時価は 314,115 百万円であります。なお、時価
の算定にあたっては、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額(指標等を用い
て調整を行ったものを含む。)によっております。 
また、賃貸等不動産の貸借対照表価額に含まれている資産除去債務に対応する額は 697 百万円であり
ます。 

 
4. 消費貸借契約により貸し付けている有価証券の貸借対照表価額は 299,194百万円であります。 
 
5. 貸付金のうち、破綻先債権額は 157百万円、延滞債権額は 782百万円で、その合計額は 940 百万円で

あります。なお、3 ヵ月以上延滞債権額及び貸付条件緩和債権額はありません。 
上記各金額は、1.(6)の取立不能見込額の直接減額により、破綻先債権額は 1百万円減少しております。 
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により
元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金(貸倒償
却を行った部分を除く。以下｢未収利息不計上貸付金｣という。)のうち、法人税法施行令(昭和 40 年
政令第 97 号)第 96 条第 1 項第 3 号のイからホまでに掲げる事由又は同項第 4 号に規定する事由が生
じている貸付金であります。 
延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図るこ
とを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。 
3 ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として 3 ヵ月以上延滞
している貸付金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 
貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支
払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行ったもので、破綻先債権、
延滞債権及び 3 ヵ月以上延滞債権に該当しない貸付金であります。 

 
6. 有形固定資産の減価償却累計額は 167,181百万円であります。 

 
7. 特別勘定の資産の額は 71,585 百万円であります。 
  なお、負債の額も同額であります。 
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8. 子会社等に対する金銭債権の総額は 3,204百万円、金銭債務の総額は 1,837百万円であります。 
  

9. 繰延税金資産の総額は 137,650 百万円、繰延税金負債の総額は 135,958 百万円であります。繰延税金
資産のうち評価性引当額として控除した額は 4,121百万円であります。 
繰延税金資産の発生原因別の主な内訳は、保険契約準備金 86,377 百万円、価格変動準備金 31,158 百
万円及び退職給付引当金 12,091百万円であります。 
繰延税金負債の発生原因別の主な内訳は、その他有価証券の評価差額 131,712百万円であります。 
当年度における法定実効税率は 28.0%であり、法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率
1.8%との間の差異の主要な内訳は、社員配当準備金△25.9%であります。 
 
 

10. 社員配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 
当期首現在高 53,395 百万円 

前期剰余金よりの繰入額 38,630 百万円 

当期社員配当金支払額 33,862 百万円 
利息による増加等 12 百万円 
当期末現在高 58,176 百万円 

 
11. 子会社等の株式は 64,787 百万円であります。 

 
12. 担保に供されている資産の額は、有価証券 17,839 百万円、預貯金 744百万円であります。 

また、担保付き債務の額は 5,387 百万円であります。 
 

13. 保険業法施行規則第 73 条第 3項において準用する同規則第 71条第 1項に規定する再保険を付した部
分に相当する支払備金(以下｢出再支払備金｣という。)の金額は 2 百万円であり、同規則第 71 条第 1
項に規定する再保険を付した部分に相当する責任準備金(以下｢出再責任準備金｣という。)の金額は 30
百万円であります。 

 
14. 保険業法施行規則第 30 条第 2項に規定する金額は 346,992百万円であります。 
 
15. 貸付金に係るコミットメントライン契約等の融資未実行残高は 5,994百万円であります。 
 
16. 社債は、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付社債であります。 
 
17. 保険業法第 259 条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当年度末における当社の今後の負

担見積額は 8,506百万円であります。 
なお、当該負担金は拠出した年度の事業費として処理しております。 
 

18. 退職給付に関する事項は次のとおりであります。 
( 1 )採用している退職給付制度の概要 

当社は、内務職員については、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度及び退職一時金制
度を設けております。また、確定拠出型の制度として、確定拠出年金制度を設けております。 
営業職員については、確定給付型の制度として、退職一時金制度を設けております。 
なお、営業職員の退職一時金制度には、退職給付信託が設定されております。 
一部の退職一時金制度は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 
 

( 2 )確定給付制度 
①退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表 

期首における退職給付債務 86,201百万円 

勤務費用 3,552 百万円 

利息費用 516百万円 

数理計算上の差異の発生額 1,080 百万円 

退職給付の支払額  △ 4,289百万円 

期末における退職給付債務    87,060百万円 
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②年金資産の期首残高と期末残高の調整表 

期首における年金資産 52,372百万円 

 期待運用収益 972百万円 

 数理計算上の差異の発生額 145百万円 

 事業主からの拠出額 2,693 百万円 

 退職給付の支払額  △ 1,304百万円 

期末における年金資産    54,880百万円 

 

③退職給付債務及び年金資産と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表 

積立型制度の退職給付債務 75,659百万円 

年金資産 △ 54,880百万円 

 20,778百万円 

非積立型制度の退職給付債務 11,401百万円 

 未認識数理計算上の差異 △ 7,833 百万円 

 未認識過去勤務費用     171百万円 

退職給付引当金    24,517百万円 

 

④退職給付に関連する損益 

勤務費用 3,552 百万円 

利息費用 516百万円 

期待運用収益 △ 972百万円 

数理計算上の差異の費用処理額 1,759 百万円 

過去勤務費用の費用処理額    △ 76百万円 

確定給付制度に係る退職給付費用     4,779百万円 

 

 

⑤年金資産の主な内訳 
年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。 

国内株式 44.3 % 

生命保険一般勘定 33.3 % 

国内債券 9.6 % 

外国株式 7.7 % 

外国債券 3.0 % 

その他 2.1 % 

合計 100.0 % 

年金資産合計には、営業職員の退職一時金制度に対して設定した退職給付信託が 37.4%含まれ
ております。 

 

⑥長期期待運用収益率の設定方法 
 年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と、年金
資産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。 
 

⑦数理計算上の計算基礎に関する事項 

期末における主要な数理計算上の計算基礎は次のとおりであります。 

割引率 0.6 % 

長期期待運用収益率  

確定給付企業年金 3.0 % 

退職給付信託 0.0 % 

 
( 3 )確定拠出制度 

当社の確定拠出制度への要拠出額は 215百万円であります。 
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